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１. 19年 3月期の連結業績（平成 18年 4月 1日 ～ 平成 19年 3月 31日）

(1)連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売　　上　　高 営　業　利　益 経　常　利　益 当 期 純 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年 3月期

18年 3月期

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

自 己 資 本
当期純利益率

総　資　産
経 常 利 益 率

売　上　高
営 業 利 益 率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

19年 3月期 － －
18年 3月期 － －

（参考）持分法投資損益    19年 3月期　2,647百万円　　18年 3月期　536百万円   

(2)連結財政状態
総　　資　　産 純　　資　　産 自 己 資 本 比 率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

19年 3月期

18年 3月期

（参考）自己資本    19年 3月期　645,655百万円　　18年 3月期　－百万円   

(3)連結キャッシュ･フローの状況
営業活動による 投資活動による 財務活動による 現金及び現金同等物

キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー 期　 末 　残 　高

百万円 百万円 百万円 百万円

19年 3月期

18年 3月期

２．配当の状況
１　株　当　た　り　配　当　金 配当金総額 配当性向 純資産配当率

（基準日） 第１四半期末 中間期末 第３四半期末 期　末 年　間 （年間） （連結） （連結）

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

18年 3月期

19年 3月期

20年3月期（予想）

３. 20年 3月期の連結業績予想（平成 19年 4月 1日 ～ 平成 20年 3月 31日）
（％表示は、通期は対前期、中間期は対前中間期増減率）

　 売　上　高 営 業 利 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益 １株当たり当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

中 間 期
通　　期

△ 1.4 1.5
△ 2.4 2.1

△11.949,500
123,500

25,500
70,000△ 1.4

802,000
1,682,000

50,000
126,000

4.3
3.6

21.4
△ 7.71,498,620

1,623,791 127,801
108,726

8.4
8.8

14.9
5.7

68,575
59,668

7.3
7.9

△ 6.1
17.5

11.1
10.8

8.9
7.9

126,507
104,166

△ 36,025
△ 30,881

101,719
86,390108,620

128,432 △ 81,347
△ 60,373
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－
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 7   00

    49    00
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43.2
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    42    46
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－

 10  00

 12  00

－ － 6   00  7   00  13  00 26.0
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４. その他

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更に伴う特定子会社の異動）　無

（２）連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更

　　　（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されるもの）

　①　会計基準等の改正に伴う変更　　有

　②　①以外の変更　　　　　　　　　無

　（注）詳細は、26ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。

（３）発行済株式数（普通株式）

　①　期末発行済株式数（自己株式を含む）　19年 3月期　1,402,616,332株　　18年 3月期　1,442,616,332株

　②　期末自己株式数　　　　　　　　　　　19年 3月期　    3,570,390株　　18年 3月期　   42,799,834株

　（注）１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、31ページ「１株当たり情報」をご覧ください。

（参考）個別業績の概況

１. 19年 3月期の個別業績（平成 18年 4月 1日 ～ 平成 19年 3月 31日）

(1)個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

営　業　収　益 営　業　利　益 経　常　利　益 当 期 純 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年 3月期

18年 3月期

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

19年 3月期 － －
18年 3月期 － －

(2)個別財政状態

総　　資　　産 純　　資　　産 自 己 資 本 比 率 １株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

19年 3月期

18年 3月期

（参考）自己資本    19年 3月期　411,638百万円　　18年 3月期　－百万円   

２. 20年 3月期の個別業績予想（平成 19年 4月 1日 ～ 平成 20年 3月 31日）
（％表示は、通期は対前期、中間期は対前中間期増減率）

　 営 業 収 益 営 業 利 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益 １株当たり当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

中 間 期
通　　期

　※　上記予想には、本資料の発表日現在の将来に関する前提や見通し、計画に基づく予想が含まれております。上記予想

　　　と実際の業績の間には、今後の様々な要因によって大きく差異が発生する可能性があります。なお、業績予想に関す

　　　る事項については、添付資料の７～12ページ及び参考資料を参照して下さい。
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１．経営成績 

 

（１）経営成績に関する分析 

① 当期の経営成績 

当期における日本経済は、個人消費に力強さは見られないものの、企業収益の拡大を

背景に、雇用情勢が改善し、民間設備投資が堅調に推移するなど、景気は拡大基調に

ありました。しかし、事業を取り巻く環境は、原油価格の高騰に伴い石油化学製品の

原料となるナフサなどの価格高騰が続き、コスト削減と製品価格の改定を余儀なくされる

など、厳しい状況で推移しました。 
このような状況の中で、当社グループの当期における連結業績は、売上高は、原燃料

価格高騰に伴い製品価格が上昇したケミカル事業が売上を伸ばしたことなどから、

１兆６，２３８億円で前期比１，２５２億円（８．４％）の増収となりました。 

また、営業利益は、海外需要が堅調に推移したケミカル事業、ライセンス収入などが

あった医薬・医療事業や、デジタル家電用途向け製品が好調に推移したエレクトロニクス

事業が業績を伸ばしたことなどから、１，２７８億円で前期比１９１億円（１７．５％）

の増益となりました。なお、経常利益は、１，２６５億円で前期比２２３億円（２１．４％）

の増益となり、当期純利益は、６８６億円で前期比８９億円（１４．９％）の増益となりま

した。 
 

② セグメント別概況 
当社グループの主要事業別の営業状況について、７つの事業会社に対応した事業セグメン

トに「サービス・エンジニアリング等」を加えた８つのセグメントに区分してご説明します。 
 
＜ケミカルズ＞セグメント・・・ケミカル事業 
売上高は７，５２６億円で、前期比９２２億円（１４．０％）の増収となり、営業利

益は５２０億円で、前期比１１５億円（２８．３％）の増益となりました。 
汎用事業は、原燃料価格の高騰の影響を受けたものの、製品価格の改定に努めたこと

や海外における旺盛な需要を背景に、増収・増益となりました。汎用事業のうちモノマ

ー系事業は、需給が逼迫し価格が急上昇したアジピン酸及び海外需要が堅調に推移した

アクリロニトリルやスチレンモノマーなどを中心に、業績を伸ばしました。また、ポリ

マー系事業は、ナイロン６６「レオナ™」樹脂・繊維などが堅調に推移しました。 

高付加価値系事業は、積極的に設備能力を拡張してきたリチウムイオン二次電池用の

微多孔膜「ハイポア™」が販売量を伸ばしたことや、イオン交換膜事業において、中国向

け電解プラントの輸出とイオン交換膜の販売量が増加したことなどから、増収・増益と

なりました。 
なお、汎用事業では、昨年１２月に、水島製造所（岡山県）の競争力強化のため、よ

り安価な燃料を利用した蒸気ボイラー及び発電用タービンの設備更新投資を決定しまし

－３－ 
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た。同地区の他社と連携を図りながら、平成２１年度の稼動を目指しています。また、

本年１月に、韓国の東西石油化学㈱において、世界初の革新的製造技術であるプロパン

法によるアクリロニトリルの製造設備の実証運転を開始しました。 
高付加価値系事業では、昨年１０月に滋賀県守山市の「ハイポア™」の新系列が、１２月

には中国において水処理膜「マイクローザ™」の組立工場が、それぞれ稼動を開始しまし

た。さらに、平成２０年度の稼動を目指し、神奈川県川崎市のイオン交換膜製造設備の

能力増強を決定するなど、積極的な設備投資を進めています。 
 
 

＜ホームズ＞セグメント・・・住宅事業 
売上高は４，０５７億円で、前期比１２億円（０．３％）の増収となりましたが、

営業利益は２７５億円で、前期比７億円（２．５％）の減益となりました。 

建築請負・分譲事業は、建築請負単価が上昇したものの、戸建住宅や分譲マンション

の引渡戸数減少の影響を受けたことなどから、減収・減益となりました。なお、建築請負

事業の受注実績については、建替え需要の掘り起こしに注力しましたが、前期比１００億

円減少し、３，０３４億円となりました。 

住宅周辺事業は、既存物件のリフレッシュ工事が好調だったリフォーム事業や、賃貸

管理戸数を順調に増やした不動産事業を中心に業績を伸ばし、増収・増益となりました。 

なお、昨年１１月に、静岡県富士市において「ロングライフ住宅の実現」に向けた基

礎技術研究の一層の拡充と次世代を見据えた商品開発を行う「住宅総合技術研究所」の

建設工事に着手しました。 

また、１２月には、夫婦２人が程よい距離感で暮らすことのできる“大人のリビング”

を提案する新商品「ヘーベルハウス™ＬＵＦＴ（ルフト）」を発売しました。 
 

＜ファーマ＞セグメント・・・医薬・医療事業 
売上高は１，０４５億円で、前期比１４億円（１．３％）の減収となったものの、営業

利益は１３９億円で、前期比２８億円（２５．５％）の増益となりました。 
医薬事業は、薬価改定の影響を強く受けたことに加え、医薬中間体の販売量が減少し

たことなどから減収となりましたが、ローキナーゼ阻害剤「塩酸ファスジル」のライセ

ンス収入があったことなどから、増益となりました。 

医療事業は、製造能力を増強したポリスルホン膜人工腎臓「ＡＰＳ™」や、ウィルス除去

フィルター「プラノバ™」が販売量を伸ばしたことや、固定費削減に努めたことなどから、

増収・増益となりました。 

なお、医薬事業では、本年２月に、医薬製剤製造の中核拠点となる名古屋医薬工場の

増設工事が竣工しました。 

また、医療事業では、事業の一層の強化を図るため、本年１０月を目標に、旭化成メ

ディカル㈱とクラレメディカル㈱の透析事業などを統合することに基本合意しました。 

 

 

 －４－ 
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＜せんい＞セグメント・・・繊維事業 
売上高は１，０６６億円で、前期比１６９億円（１８．９％）の増収となり、営業利

益は４２億円で、前期比１億円（３．４％）の増益となりました。 
ポリウレタン弾性繊維事業は、「ロイカ™」の販売量の増加と市況改善の影響や、ランク

セス・グループから買収した欧米の「ドルラスタン™」事業が売上に寄与したことから増

収となりましたが、「ドルラスタン™」事業が赤字であったことから減益となりました。な

お、現在欧米の「ドルラスタン™」工場において「ロイカ™」製造技術の導入を推進してお

り、次期の黒字化を見込んでいます。 

セルロース繊維「ベンベルグ™」は、海外向けが販売量を伸ばしたことから、増収・増

益となりました。不織布事業は、原燃料価格高騰の影響を強く受けたものの、人工皮革

「ラムース™」がカーシート分野を中心に販売量を伸ばしたことなどから、増収・増益と

なりました。 

なお、本年２月に、「ロイカ™」の第８のサブブランド糸として「ロイカ™ＳＦ」を上市

しました。 
 
＜エレクトロニクス＞セグメント・・・エレクトロニクス事業 
売上高は１，１２１億円で、前期比９２億円（９．０％）の増収となり、営業利益は

２２６億円で、前期比３３億円（１７．０％）の増益となりました。 

 電子部品系事業は、携帯電話やデジタル家電製品需要が好調に推移したことから、

ＬＳＩや磁気センサーが販売量を伸ばし、増収・増益となりました。 

電子材料系事業は、製造設備の大幅な能力増強を行った感光性ドライフィルムレジス

ト「サンフォート™」が販売量を伸ばしたことや、プリント配線基板用ガラスクロスの超

極薄品の販売が好調に推移したことなどから、増収・増益となりました。 

なお、本年４月に、旭化成マイクロシステム㈱、旭化成電子㈱及び旭シュエーベル㈱

のそれぞれの営業・開発機能を、旭化成エレクトロニクス㈱に移管して一体運営とし、

電子材料・電子部品の各領域でよりスピード感のある経営体制の構築を図っています。 

 

＜建材＞セグメント・・・建材事業 
売上高は６０８億円で、前期比４３億円（７．６％）の増収となり、営業利益は

５０億円で、前期比１２億円（３２．０％）の増益となりました。 

建築資材・住宅資材事業は、軽量気泡コンクリート（ＡＬＣ）「ヘーベル™」が原燃料

価格高騰の影響を受けたものの、固定費の削減と製品価格の改定に努めたことなどから、

増収・増益となりました。 

 基礎杭（パイルなど）を扱う基礎事業は、中小規模建築向けパイル工法の「ＥＡＺＥＴ™」

や「ＡＴＴコラム™」の新規用途開拓が進んだことなどから増収・増益となりました。断

熱材事業は、高機能断熱材「ネオマ™フォーム」が新規ユーザーの開拓により販売量を伸

ばし、増収・増益となりました。 

なお、昨年１０月より、「ネオマ™フォーム」のテレビ広告を開始し、一層の認知度向

上に努めています。 

 －５－ 
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＜ライフ＆リビング＞セグメント・・・生活製品関連事業 
売上高は５２６億円と、前期比６億円（１．２％）の増収となりましたが、営業利益

は４６億円で、前期比２億円（５．０％）の減益となりました。 

 ホームプロダクツ事業は、「サランラップ™」や「サラン™繊維」の販売量が増加し増収と

なったものの、原燃料及び包装資材高騰の影響と広告宣伝費の増加などにより、減益とな

りました。 

包装材などを取り扱うパッケージング事業は、前期並の売上を確保したものの、原燃

料価格高騰の影響を強く受け、減益となりました。 

なお、当セグメントは、本年４月に旭化成ライフ＆リビング㈱が旭化成ケミカルズ㈱

に統合されたことに伴い、ケミカルズ・セグメントに移行します。今後は、ケミカル事

業とのシナジーを生み出しながら、一層の事業強化を図っていきます。 

 

＜サービス・エンジニアリング等＞セグメント 
売上高は２８９億円で、前期比２１億円（７．７％）の増収となり、営業利益は３９億円で、

前期比６億円（１７．４％）の増益となりました。 
エンジニアリング事業は、海外でのプラント事業が好調であったことなどから、増収・

増益となりました。人材派遣・紹介事業は、人材派遣需要の増加に伴い増収となり、営業

利益は前期並を確保しました。 
 

③ 経営成績の分析 

＜売上高と営業利益＞ 

当期の売上高は、１兆６，２３８億円で前期比１，２５２億円（８．４％）の増収となりま

した。海外売上高は、４，２８０億円とケミカル事業を中心に前期比５４９億円（１４．７％）

増加し、売上高に占める海外売上高の割合は、２６．４％と前期の２４．９％から１．５

ポイント増加しました。国内売上高は、ケミカル事業が伸長したことなどにより前期比

７０３億円（６．２％）増加し、１兆１，９５８億円となりました。 
当期の営業利益は、１，２７８億円で前期比１９１億円（１７．５％）の増益となり

ました。 
当期の売上原価率は、ナフサなどの原燃料価格高騰によるコスト増加要因があったこ

となどから、７５．４％と前期比０．２ポイントの悪化となりました。一方、売上高販

管費率は、販管費が９６億円増加したものの、売上の伸び率が上回ったことから、

１６．７％と前期比０．８ポイント改善となりました。また売上高営業利益率は、

７．９％と前期比０．６ポイント改善しました。 
 

＜営業外損益と経常利益＞ 

当期の営業外損益は１３億円の損失で、前期４６億円の損失から３３億円改善しました。

これは、保険収入の増加などによる雑損益の１３億円の改善と、持分法会社の業績が改善し

たことにより、持分法投資利益が２６億円と、前期の５億円から２１億円改善したことなど

によるものです。 
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この結果、経常利益は１，２６５億円で、前期比２２３億円（２１．４％）の増益とな

りました。 
 

＜特別損益＞ 

当期は、投資有価証券売却益などで特別利益を３１億円計上した一方、固定資産処分

損９１億円や構造改善費用４８億円などで特別損失を１４７億円計上したことから、特

別損益は１１６億円の損失となり、固定資産売却益５７億円を計上した前期に比べて

１９億円悪化しました。 
 

＜当期純利益＞ 

経常利益の１，２６５億円に特別損益の損１１６億円を減じた結果、税金等調整前当期

純利益は１，１４９億円となりました。ここから税金費用４５８億円（法人税、住民税及

び事業税４２２億円と法人税等調整額３６億円の合計額）及び少数株主利益５億円を控除し

た当期純利益は、６８６億円で前期比８９億円（１４．９％）の増益となりました。 
この結果、１株当たり当期純利益は、４９．００円となり、前期の４２．４６円から

６．５４円増加しました。 
 

④ 次期の見通し 

次期の日本経済は、設備投資と個人消費の安定成長が見込まれ、経済環境は概ね良好に

推移することが予想されるものの、減税縮小による個人消費への影響や、米国・中国の成

長減速、原燃料価格の高止まりリスクが懸念されるなど、事業を取り巻く環境は楽観を許

さない状況が続くと思われます。また、米国経済の失速懸念、中国経済の過熱抑制、為替

の変動リスク、原油価格の更なる高騰不安など、不透明な状況は次期においても継続する

見込みです。 

このような状況のもと、当社グループのセグメント毎の概況は以下のとおりです。 

  ケミカルズ・セグメントでは、汎用事業においては、原燃料価格に見合った製品価格

の改定及び販売構成の改善に注力し収益性拡大に努め、高付加価値系事業については、需

要拡大に伴い拡販に努めます。セグメント全体としては、新規事業育成のための経費負担

増加もあり、当期並の業績を確保する見通しです。ホームズ・セグメントでは、分譲事

業の大型案件の減少の影響を受けるものの、建替え需要の掘り起こしへの注力による収益

性向上や事業体質強化に加え、周辺事業が好調に推移すると予想し、増益となる見通しで

す。ファーマ・セグメントでは、排尿障害治療薬「フリバス™」や抗うつ剤「トレドミン™」

の拡販に加え、人工腎臓などの透析事業が堅調に推移すると予想されますが、ライセンス

収入の減少及び研究開発費の増加の影響により、増収・減益となる見通しです。せんい・

セグメントでは、引き続き原燃料高騰の影響を受けるものの、ランクセス・グループ

から買収した「ドルラスタン™」事業の黒字化に加え、「ロイカ™」の高機能品及び

「ベンベルグ™」が堅調に推移することから、増収・増益の見通しです。エレクトロニク

ス・セグメントでは、電子材料系事業においては、引き続き既増設設備の稼働率向上及び

高付加価値品比率の向上に努め好調に推移する見通しです。電子部品系事業においては、
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引き続きデジタル家電・携帯電話向けのＬＳＩ・磁気センサーが堅調に推移することから、

セグメント全体としては増収・増益の見通しです。建材・セグメントは、断熱材事業・

住宅資材事業に加え、基礎事業が堅調に推移し、増益の見通しです。サービス・エンジ

ニアリング等においては、ほぼ当期並の業績を確保する見通しです。  
以上の結果、次期の当社グループの業績は、売上高は、ケミカルズ・セグメント、

せんい・セグメント、エレクトロニクス・セグメントを中心として増収の見込みです。

しかし、営業利益は、次期より適用される減価償却制度の改正により、４７億円の利益押し

下げの影響を受け微減益、当期純利益は税金費用の減少により増益を達成する見込みです。 
   

平成２０年３月期の連結業績予想   （  ）内は平成１９年３月期実績 

売上高    １兆６,８２０億円    （１兆６，２３８億円） 

営業利益     １,２６０億円       （ １,２７８億円） 

経常利益     １,２３５億円       （ １,２６５億円） 

当期純利益      ７００億円       （  ６８６億円） 

 

  次期の業績見通しは、為替レート１１５円／米ドル、国産ナフサ価格５５，０００円

／ＫＬを前提としています。 

 

（２）財政状態 

① 資産、負債及び純資産の状況 

当期末の総資産は、対前期末比８３９億円（６．１％）増加し、１兆４，５９９億円と

なりました。当期末日が金融機関の休日であったことによる要因（以下、期末休日要因）

で２５１億円の増加の影響を受けました。 

流動資産は、受取手形及び売掛金が３０９億円増加しましたが、期末休日要因の他に、

ケミカル事業で原燃料高騰の影響や売上高の増加があったことなどが主な要因です。また、

ケミカル事業や住宅の分譲事業などに関連して棚卸資産が２５９億円増加しました。さら

に、期末休日要因などにより現金及び預金も１５１億円増加したことなどから、流動資産は、

前期末に比べて７８８億円（１２．２％）増加し、７，２３０億円となりました。 
固定資産は、取得額が減価償却費や除却額を上回った有形固定資産が１２６億円増加し

ましたが、一方で、無形固定資産が４６億円減少し、投資有価証券も保有株式の時価評価減

少などで６９億円減少したため、固定資産全体では、前期末に比べて５１億円（０．７％）

増加にとどまり、７，３６９億円となりました。 
流動負債は、期末休日要因に加え、ケミカル事業で前期末が定修期間であったこと

などから支払手形及び買掛金が５３９億円増加し、また短期借入金が７６億円増加し

たことなどから、前期末に比べて６３８億円（１４．５％）増加し、５，０３６億円

となりました。 
固定負債は、社債が償還などにより２４０億円、退職給付引当金が６３億円それぞれ

減少したことなどから、前期に比べて３２４億円（９．７％）減少し、３，０２８億円とな

りました。 
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有利子負債は、短期借入金が７６億円増加したものの、社債の償還が２３０億円あったことな

どから、前期に比べて１８９億円減少し、２，１６９億円となりました。 
純資産は、前期末の６，０１１億円（前期末の資本の部合計に少数株主持分を加算した

金額）から５２４億円（８．７％）増加し、６，５３５億円となりました。これは、そ

の他有価証券評価差額金が５６億円減少したものの、利益剰余金が、当期純利益を計上し

たことなどにより３８１億円増加したことによるものです。これらの結果、１株当たり

純資産は、前期より３７．１６円増加し、４６１．５０円となりました。また、自己資本比

率は前期末の４３．２％から４４．２％に向上し、Ｄ／Ｅレシオ（有利子負債／自己資本）

は、前期の０．４０から０．３４となりました。 
 

② キャッシュ・フローの状況 

当期のフリー・キャッシュ・フローは、営業利益や減価償却費を源泉とした収入が、固定

資産の取得や投資有価証券の取得などによる支出を上回り、４７１億円の収入となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローでは、有利子負債の削減に伴う支出や配当金の支払など

により、３６０億円の支出となりました。非連結子会社の連結化に伴う増加額３６億円など

もあり、これらの結果、現金及び現金同等物は、前期末に比べて１５３億円増加し、当期末

の残高は１，０１７億円となりました。 
 

＜営業活動によるキャッシュ・フロー＞ 

当期は、ケミカル事業での原燃料高騰の影響や期末日が金融機関の休日であったこと

などによる売上債権増加に伴う支出２６４億円、住宅事業などでの棚卸資産の増加によ

る支出２３０億円、法人税等の支払４５５億円があった一方で、税金等調整前純利益

１，１４９億円、減価償却費７１６億円、仕入債務の増加５１６億円などの収入があった

ことから、営業活動によるキャッシュ・フローは１，２８４億円の収入（前期比１９８億

円の収入増）となりました。 
 

＜投資活動によるキャッシュ・フロー＞ 
当期は、前期に引き続き競争優位事業の拡大や事業競争力の強化のための有形固定資産

の取得７７４億円、無形固定資産の取得４９億円を実施した一方で、有形固定資産の売却

による収入３０億円があったことなどから、投資活動によるキャッシュ・フローは、８１３

億円の支出（前期比２１０億円の支出増）となりました。 
 

＜財務活動によるキャッシュ・フロー＞ 

当期は、社債、借入金などの有利子負債収支が２１７億円の支出となったことや、親

会社による配当の支払１４０億円などがあったため、財務活動によるキャッシュ・フ

ローは３６０億円の支出（前期比５１億円の支出増）となりました。 
 

③ 次期の見通し 

次期については、引き続き利益の拡大及び在庫圧縮などによる運転資金効率化に努
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め、営業活動によるのキャッシュ・フローを充分確保し、通常投資については内部資

金で賄う予定です。また、当期よりスタートした中期経営計画「Growth Action – 2010」
の目標の確実な達成のため、拡大・成長に向けた戦略的な拡大投資をタイムリーに実

施できるよう、内部資金に加え機動的に安定的で低コストの資金調達を行う予定です。 

 

④ キャッシュ・フロー指標のトレンド 

 平成15年3月期 平成16年3月期 平成17年3月期 平成18年3月期 平成19年3月期

自己資本比率(%)  ３３.６  ３６.１  ４０.３  ４３.２  ４４.２

時価ベースの自己 

資本比率(%) 
  ３５.７   ６８.５   ５８.２   ８５.４   ８２.２

キャッシュ・フロー

対有利子負債比率

（年） 

  ３.８   ２.３   ２.５   ２.２   １.７

インタレスト・ 

カバレッジ・レシオ

（倍） 

  １５.２   ２６.５   ２５.２   ２９.７   ３０.５

（注）自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

※ 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

※ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しています。 

※ 営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フロー

を使用しています。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額

を使用しています。 

 

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は、連結業績をベースにして、適切な内部留保を図りつつ、継続的な収益拡大に

よる継続的な増配を目指すことを基本方針としています。なお、内部留保資金につきま

しては、中期経営計画「Growth Action – 2010」で掲げた、グローバル型事業の拡大及

び国内型事業の高度化を実行するための戦略的な投資や、新規事業創出のための研究開

発費など、将来の収益拡大の実現に必要な資金として充当していきます。 

  この方針のもと、業績の状況も踏まえ、期末の配当は、前期末の配当より２円増配し

１株につき７円の配当を実施する予定です。これにより当期の配当額は、中間配当と合わ

せて１株当たり１２円となります。 
なお、次期の年間配当額については、業績予想を踏まえ年間１円増配の１株当たり

１３円（中間配当６円、期末配当７円）を予定しています。 
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（４）事業等のリスク 

当社グループの事業その他に関するリスクについて、投資者の判断に重要な影響を及

ぼす可能性があると考えられる主な事項を下記のとおり記載します。当社グループは、

これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に

最大限の努力をする所存です。 
なお、下記事項には将来に関するものが含まれますが、当該事項は本決算発表日現在

において判断したものであり、事業等のリスクはこれらに限られるものではありません。 
 

ⅰ．原油・ナフサの市況変動 
当社グループにおいて、石油化学事業を中心に、原油・ナフサなどの価格の変動を

タイムリーに製品価格に反映できず、そのスプレッドを十分確保することができなか

った場合、原油・ナフサなどの市況変動が当社グループの業績及び財務状況に悪影響

を与える可能性があります。 

ⅱ．為替レートの変動 

当社グループの海外事業の現地通貨建の項目は、換算時の為替レートにより円換算

後の価値が影響を受ける可能性があります。また、当社グループは、通貨変動に対す

るヘッジなどを通じて、短期的な為替の変動による影響を最小限に止める措置を講じ

ていますが、短期及び中長期の予測を超えた為替変動が当社グループの業績及び財務

状況に影響を与える可能性があります。 
ⅲ．海外での事業活動 

 海外での事業活動には、予期しない法律や規制の変更、産業基盤の脆弱性、人材の採

用・確保の困難など、経済的に不利な要因の存在または発生、テロ・戦争・その他の要

因による社会的または政治的混乱などのリスクが存在します。こうしたリスクが顕在化

することによって、海外での事業活動に支障が生じ、当社グループの業績及び将来計画

に影響を与える可能性があります。 
ⅳ.住宅関連税制及び金利の動向 

 当社グループの住宅事業は、国内の住宅取得に関連する税制及び金利動向の影響を受

けます。住宅関連税制や消費税及び金利の動向が住宅事業に影響を及ぼし、当社グルー

プの業績及び財務状況に影響を与える可能性があります。 
ⅴ．エレクトロニクス関連事業の収益力 

 当社グループのエレクトロニクス関連事業は、業界特性として市況の変化が激しいた

め、比較的短期間に収益力が大きく低下し、当社グループの業績及び財務状況に影響を

与える可能性があります。当社グループの製品は、世代交替の早い先端のエレクトロニ

クス製品の部品または材料として、タイムリーに開発・提供していく必要があり、開発

遅延や、想定外の需要変動があった場合に、当社グループの業績及び財務状況に悪影響

を与える可能性があります。 
ⅵ．医療用医薬品・医療機器事業の環境 

当社グループの医療用医薬品事業及び医療機器事業において、政府の医療費抑制策や

その他の制度改定などによって大きな影響を受ける可能性や、予想できない副作用や不
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具合によって大きな問題が発生する可能性があります。医療用医薬品の場合、日本国内

における再審査によって承認が取り消される可能性や後発品の参入により競争が激化

する可能性があります。開発中の新薬や新医療機器の場合は、医薬品や医療機器として

の認可を受けられない可能性、または想定ほど市場に受け入れられない可能性や想定し

ていた薬価が得られない可能性もあります。これらのリスクが顕在化した場合には、当

社グループの業績及び財務状況に悪影響を与える可能性があります。 
ⅶ. 産業事故・自然災害 

当社グループの工場などにおいて、万一大きな産業事故災害や自然災害が発生した場

合には、それに伴って生ずる社会的信用の失墜や、補償などを含む産業事故災害への対

策費用、また、生産活動の停止による機会損失及び顧客に対する補償などによって、当

社グループの業績及び財務状況に悪影響を与える可能性があります。 
ⅷ. 知的財産・製造物責任（ＰＬ）・法規制など 

当社グループの事業運営上において、知的財産に係わる紛争が将来生じ、当社グルー

プに不利な判断がなされたり、製品の欠陥に起因して大規模な製品回収や損害賠償につ

ながるリスクが現実化し、これを保険により填補できない事態が生じたり、当社グルー

プが事業展開している各国の法規制により事業活動が制限されたりする可能性があり

ます。これらのリスクが顕在化する場合には、当社グループの業績及び財務状況に悪影

響を与える可能性があります。 
ⅸ．貸倒れリスク 

 当社グループ取引先の信用不安により予期せぬ貸倒れリスクが顕在化し、追加的な損

失や引当の計上が必要となる場合には、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を与

える可能性があります。 
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２.企業集団の状況
　　当社グループは、ケミカルズ、ホームズ、ファーマ、せんい、エレクトロニクス、建材、ライフ＆リビング、サービス・エンジニアリング等の
　８つのセグメントにわたって製品の開発、生産、販売、サービスに至る幅広い事業活動を展開しています。
　　各セグメントにおける主な事業内容と主要な連結子会社は、概ね次のとおりです。

主　な　事　業　内　容 主要な連結子会社

ケミカルズ

モノマー系　　　　：アンモニア、硝酸、カセイソーダ、アクリロニトリル、スチレンモノマー、 旭化成ケミカルズ
　　　　　　　　　　ＭＭＡモノマー、アクリル樹脂、高度化成肥料、アジピン酸　等 山陽石油化学

旭化成新港基地

ポリマー系　　　　：ポリエチレン「サンテック
ＴＭ

」、スチレン系樹脂「スタイラック
ＴＭ

－ＡＳ」、 旭化成商事サービス※

　　　　　　　　　　「スタイラック
ＴＭ

－ＡＢＳ」、合成ゴム、ポリアセタール樹脂「テナック
ＴＭ

」、 旭化成テクノプラス

　　　　　　　　　　変性ＰＰＥ樹脂「ザイロン
ＴＭ

」、ナイロン６６樹脂・繊維「レオナ
ＴＭ

」　等 日本エラストマー
東西石油化学

高付加価値系　　　：塗料原料、ラテックス、医薬・食品用添加剤「セオラス
ＴＭ

」、 ｱｻﾋｶｾｲﾌﾟﾗｽﾁｯｸｽ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ

　　　　　　　　　　火薬類、金属加工品、感光性樹脂・製版システム「ＡＰＲ
ＴＭ

」、 ｱｻﾋｶｾｲﾌﾟﾗｽﾁｯｸｽ（ｱﾒﾘｶ）

　　　　　　　　　　高分子中空糸膜「マイクローザ
ＴＭ

－ＵＦ」、「マイクローザ
ＴＭ

－ＭＦ」、 旭化成精細化工（南通）

　　　　　　　　　　微多孔膜「ハイポア
ＴＭ

」、イオン交換膜電解装置　等 ｱｻﾋｹﾐｶﾙｲﾝﾀｰﾐﾃﾞｨｴｲﾂ
ＡＫ＆Ｎ（ＵＫ） 他

ホームズ

「ヘーベルハウス
ＴＭ

」、「ヘーベルメゾン
ＴＭ

」、マンション事業、リフォーム事業、 旭化成ホームズ

不動産流通事業、都市開発事業、住宅ローンの貸付等の金融事業　等 旭化成住工

旭化成モーゲージ

旭化成リフォーム

旭化成不動産 他

ファーマ

医薬品（「エルシトニン
ＴＭ

」、「ブレディニン
ＴＭ

」、「フリバス
ＴＭ

」、「トレドミン
ＴＭ

」等）、 旭化成ファーマ

医薬品原料、機能性食品素材、飼料添加物、診断薬、診断薬用酵素、人工腎臓「ＡＰＳ
ＴＭ

」、 旭化成メディカル

「セパセル
ＴＭ

」、「セルソーバ
ＴＭ

」、「プラノバ
ＴＭ

」、コンタクトレンズ　等 旭化成Ｎ＆Ｐ

旭化成アイミー

旭化成医療機器（杭州）

せんい

ポリウレタン弾性繊維「ロイカ
ＴＭ

｣、 旭化成せんい

スパンボンド「エルタス
ＴＭ

」・人工皮革「ラムース
ＴＭ

」等の不織布、 旭化成商事サービス※

セルロース繊維「ベンベルグ
ＴＭ

」、ポリエステル長繊維　等 旭陽産業

杭州旭化成アンロン

ｱｻﾋｶｾｲｽﾊﾟﾝﾃﾞｯｸｽﾖｰﾛｯﾊﾟ

ｱｻﾋｶｾｲｽﾊﾟﾝﾃﾞｯｸｽｱﾒﾘｶ

旭化成香港

杭州旭化成紡織

ﾀｲｱｻﾋｶｾｲｽﾊﾟﾝﾃﾞｯｸｽ 他

エレクトロニクス

感光性ポリイミド樹脂「パイメル
ＴＭ

」、感光性ドライフィルムレジスト「サンフォート
ＴＭ

」、 旭化成エレクトロニクス

ＬＳＩ、ホール素子、プリント基板用ガラス長繊維織物　等 旭化成マイクロシステム

旭シュエーベル

旭化成電子

　　 旭化成電子材料(蘇州)

　　 旭シュエーベル(台湾) 他

建材

軽量気泡コンクリート（「ヘーベル
ＴＭ

」等）、パイル、高機能断熱材「ネオマ
ＴＭ

フォーム」、人工魚礁　等 旭化成建材 他

ライフ＆リビング

「サランラップ
ＴＭ

」、「ジップロック
ＴＭ

」、各種フィルム・シート、発泡体　等 旭化成ライフ＆リビング

旭化成パックス

サランラップ販売 他

サービス・エンジニアリング等

プラントエンジニアリング、環境エンジニアリング、各種リサーチ・情報提供事業、人材派遣・紹介事業　等 旭リサーチセンター

旭ファイナンス

旭化成エンジニアリング

　　 向陽鉄工

旭化成アミダス

旭化成環境事業 他

※旭化成商事サービス他一部の連結子会社の事業内容は複数のセグメントに跨っています。
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 以上に述べた事項の概要図は次のとおりです。 （会社名の符号 無印：連結子会社 ※：持分法適用会社） 

 

“石油化学製品、化学品等の製造 

・加工・販売等” 

旭化成ケミカルズ㈱ 

山陽石油化学㈱ 

旭化成新港基地㈱ 

旭化成商事サービス㈱ 

旭化成テクノプラス㈱ 

日本エラストマー㈱ 

東西石油化学㈱ 

アサヒカセイプラスチックス 

シンガポール Pte.Ltd. 

アサヒカセイプラスチックス 

（アメリカ）Inc. 

旭化成精細化工（南通）有限公司
 

アサヒケミカルインター 

ミディエイツ Inc． 

ＡＫ＆Ｎ（ＵＫ）Ltd． 

※ ＰＳジャパン㈱ 

※ 旭化成ワッカーシリコーン㈱ 

※ 岡山化成㈱ 

※ 旭有機材工業㈱ 他
 

ケミカルズ  

 

“「へーベルハウスＴＭ」等の設計・ 

監理・請負、マンション販売等” 

旭化成ホームズ㈱ 他 

“リフォーム事業・不動産流通事 

業等”あ 

旭化成リフォーム㈱ 

旭化成不動産㈱ 他 

“「へーベルハウスＴＭ」等の躯体鉄 

骨製造”あ 

旭化成住工㈱ 

“住宅ローンの貸付等” 
旭化成モーゲージ㈱ 

 

“医薬品・医薬原料等の製造・ 

販売” 
旭化成ファーマ㈱ 

旭化成Ｎ＆Ｐ㈱ 他 

“医療機器等の製造・販売等”あ

旭化成メディカル㈱ 

旭化成アイミー㈱  

旭化成医療機器（杭州） 

有限公司 他 

ホームズ 

ファーマ 

 

“ＡＬＣ（軽量気泡コンクリート）・

断熱材等の製造・販売” 

旭化成建材㈱ 他 

建材 

 

“合成繊維、不織布、再生繊維等 

の製造・加工・販売等” 

旭化成せんい㈱あ 
旭化成商事サービス㈱ 

旭陽産業㈱ 

杭州旭化成アンロン有限公司 

アサヒカセイスパンデックス 

ヨーロッパ GmbH  

アサヒカセイスパンデックス 

アメリカ Inc. 

旭化成香港有限公司 

杭州旭化成紡織有限公司 

タイアサヒカセイスパンデックス 

Co.,Ltd. 他

せんい  

 

“電子材料等の製造・加工・販売”

旭化成エレクトロニクス㈱ 

旭シュエーベル㈱ 

旭シュエーベル（台湾）Co.,Ltd. 

旭化成電子材料（蘇州） 

有限公司 他 

“電子部品等の製造・販売” 
旭化成マイクロシステム㈱ 

旭化成電子㈱ 他 

エレクトロニクス

 

“各種樹脂加工製品等の製造・ 

加工・販売” 

旭化成ライフ＆リビング㈱ 

旭化成パックス㈱ 

サランラップ販売㈱  

※ サンディック㈱ 他 

ライフ＆リビング 

 

“エンジニアリング、その他サー 

ビスの提供等” 

㈱旭リサーチセンター 

旭ファイナンス㈱ 

旭化成エンジニアリング㈱ 

向陽鉄工㈱ 

旭化成アミダス㈱ 

旭化成環境事業㈱ 他 

サービス・ 

エンジニアリング等 

なお、一部の会社は複数のセグ

メントに跨っています。 

旭化成㈱ 
 

各社に土地等の賃貸、

その他各種サービスの

提供を行っている。 
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３．経営方針 

（１）経営の基本方針 
  当社グループでは、「科学と英知による絶えざる革新で、人びとの『いのち』と『くら

し』に貢献する」というグループ理念に則り、“お客様の視点による新たな価値の創造”、

“社員の個とチームワークの尊重”、“高収益企業を目指し、株主及びかかわりある人び

とへの貢献”、“地球環境との調和、安全の確保”、“企業倫理の遵守”の５項目をグルー

プ経営の基本方針に掲げています。 
 
（２）目標とする経営指標 
  当社グループでは、企業としての本来の事業活動の成果を示す「営業利益」を主要

な経営指標と位置付けていますが、これに加え、内部の業績管理指標として「ＥＶＡ

（経済付加価値）」「キャッシュ・フロー」などを、また、財務体質強化の観点からは

「Ｄ／Ｅレシオ」（平成２２年度目標０．５以下）、資本効率指標として「ＲＯＥ」（平成

２２年度目標１０％以上）を、経営指標としています。 

 
（３）中長期的な経営戦略 

当社グループでは、当期より平成２２年度を最終年度とする中期経営計画「Growth 
Action – 2010」をスタートさせました。「Growth Action – 2010」では、グローバル型

事業の拡大と国内型事業の高度化を戦略の柱として、拡大・成長に向けた事業ポートフ

ォリオの転換を進めることにより、企業価値の増大とブランド力の向上を目指していま

す。そのために、ケミカル系事業のモノマー分野と高機能分野、エレクトロニクス事業

及び医療事業の４分野を中心に、平成２２年度までに４，０００億円規模の戦略投資の

実行を予定しています。なお、平成２２年度の連結業績は、売上高１兆８，０００億円、

営業利益１，５００億円、純利益８００億円を目標としています。 

 

（４）対処すべき課題 
当社グループでは、中期経営計画「Growth Action – 2010」の確実な実行と目標の達

成が最重要課題であると認識しており、次期以降も、各事業における戦略的な投資を加速

させ、中長期的な成長への布石を着実に打つ予定です。 

また、当社グループでは、地球環境や社会との調和を目指した事業運営を徹底するため、

当社社長を委員長とする「ＣＳＲ推進委員会」を設置しており、「コンプライアンスの徹

底」や環境・安全活動である「レスポンシブル・ケア（ＲＣ）の推進」などを行動方針と

して掲げています。今後もこの行動方針に則り、国内のみならず海外におけるＣＳＲ活動

を強化していきます。 

なお、本年４月１日より、生活消費材事業及びポリマー加工事業のさらなる拡大を加

速させるため、旭化成ライフ＆リビング㈱を旭化成ケミカルズ㈱に統合しました。今後、
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両社の持つ多様な経営資源を融合させ、最大限にシナジーが発揮できる体制を構築して

いきます。 

 

 

 

 

＊本資料には、発表日現在の将来に関する前提や見通し、計画に基づく予想が含まれています。

上記の見通しや予想と実際の業績の間には、今後の様々な要因によって大きく差異が発生する可

能性があります。 
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４．連結財務諸表等

連  結  貸  借  対  照  表
(平成 19年 ３月 31日 現在 )

科       目 前   　 期 当   　 期 増減金額
金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

  （ 資 産 の 部 ） 百万円 % 百万円 % 百万円

 流  動  資  産 644,192 46.8 722,995 49.5 78,803

現 金 及 び 預 金 86,422 101,514 15,092

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 269,509 300,386 30,877

有 価 証 券 446 400 △ 46

棚 卸 資 産 214,062 240,006 25,944

繰 延 税 金 資 産 29,385 26,650 △ 2,735

そ の 他 45,828 55,831 10,003

貸 倒 引 当 金 △ 1,460 △ 1,791 △ 331

 固  定  資  産 731,852 53.2 736,927 50.5 5,075

有 形 固 定 資 産 414,368 426,959 12,591

建 物 及 び 構 築 物 155,630 158,953 3,323

機 械 装 置 及 び 運 搬 具 170,364 174,775 4,411

土 地 55,240 55,192 △ 48

建 設 仮 勘 定 18,108 21,935 3,827

そ の 他 15,026 16,103 1,077

無 形 固 定 資 産 33,094 28,466 △ 4,628

連 結 調 整 勘 定 5,700 － △ 5,700

の れ ん － 6,045 6,045

そ の 他 27,394 22,421 △ 4,973

投資その他の資産 284,390 281,502 △ 2,888

投 資 有 価 証 券 248,617 241,696 △ 6,921

長 期 貸 付 金 3,043 4,636 1,593

繰 延 税 金 資 産 8,915 10,479 1,564

そ の 他 24,680 24,768 88

貸 倒 引 当 金 △ 864 △ 78 786

資   産   合   計 1,376,044 100.0 1,459,922 100.0 83,878
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連  結  貸  借  対  照  表
(平成 19年 ３月 31日 現在 )

科       目 前   　 期 当   　 期 増 減 金 額

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

百万円 % 百万円 % 百万円

（ 負 債 の 部 ） ( 774,916 ) 56.3 ( 806,412 ) 55.2 ( 31,496 )

 流  動  負  債 439,724 31.9 503,570 34.5 63,846
支 払 手 形 及 び 買 掛 金 132,980 186,900 53,920

短 期 借 入 金 56,222 63,828 7,606

一 年 以 内 償 還 予 定 社 債 23,000 24,000 1,000

未 払 法 人 税 等 19,511 18,232 △ 1,279

未 払 費 用 110,231 111,027 796

前 受 金 48,878 48,874 △ 4

そ の 他 48,902 50,709 1,807

 固  定  負  債 335,193 24.4 302,842 20.7 △ 32,351
社 債 84,000 60,000 △ 24,000

長 期 借 入 金 72,300 69,074 △ 3,226

繰 延 税 金 負 債 27,781 26,210 △ 1,571

退 職 給 付 引 当 金 131,617 125,364 △ 6,253

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 816 902 86

預 り 保 証 金 18,306 18,660 354

そ の 他 373 2,632 2,259

（ 少数株主持分 ） ( 6,917 ) 0.5 ( － ) － ( － )

 少 数 株 主 持 分 6,917 0.5 － － －

（ 資 本 の 部 ） ( 594,211 ) 43.2 ( － ) － ( － )

 資 本 金 103,389 7.5 － － －
 資 本 剰 余 金 79,433 5.8 － － －
 利 益 剰 余 金 342,450 24.9 － － －
 再 評 価 積 立 金 966 0.1 － － －
 その他有価証券評価差額金 85,384 6.2 － － －
 為替換算調整勘定 △ 99 -0.0 － － －
 自  己  株  式 △ 17,311 -1.3 － － －

負 債、少数株主持分
及 び 資 本 合 計 1,376,044 100.0 － － －

（ 純 資 産 の 部 ） ( － ) － ( 653,510 ) 44.8 ( － )

 株 主 資 本 － － 561,755 38.5 －
資 本 金 － － 103,389 7.1 －
資 本 剰 余 金 － － 79,396 5.4 －
利 益 剰 余 金 － － 380,515 26.1 －
自 己 株 式 － － △ 1,544 -0.1 －

 評価・換算差額等 － － 83,900 5.8 －
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 － － 79,823 5.5 －
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 － － 58 0.0 －
再 評 価 積 立 金 － － 1,106 0.1 －
為 替 換 算 調 整 勘 定 － － 2,913 0.2 －

 少数株主持分 － － 7,855 0.5 －
少 数 株 主 持 分 － － 7,855 0.5 －

負債純資産合計 － － 1,459,922 100.0 －
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旭化成㈱ (3407) 平成19年３月期決算短信

連  結  損  益  計  算  書 
(平成18年４月１日～平成19年３月31日)

前期比
百分比 百分比

百万円 % 百万円 % 百万円 %

Ⅰ 売 上 高 1,498,620 100.0 1,623,791 100.0  125,171 8.4

Ⅱ 売 上 原 価 1,127,530 75.2 1,224,041 75.4  96,511 8.6

371,090 24.8 399,750 24.6 28,660 7.7

Ⅲ 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 262,364 17.5 271,949 16.7  9,585 3.7

108,726 7.3 127,801 7.9 19,075 17.5

Ⅳ 営 業 外 収 益 ( 7,416 ) 0.5 ( 13,081 ) 0.8 (  5,665 )

受 取 利 息 438 508  70

受 取 配 当 金 2,215 2,507 292

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 536 2,647  2,111

そ の 他 4,227 7,419  3,192

Ⅴ 営 業 外 費 用 ( 11,976 ) 0.8 ( 14,376 ) 0.9 (  2,400 )

支 払 利 息 3,570 4,118  548

そ の 他 8,406 10,258  1,852

104,166 7.0 126,507 7.8 22,341 21.4

Ⅵ 特 別 利 益 ( 5,880 ) 0.4 ( 3,091 ) 0.2 ( △ 2,789 )

投 資 有 価 証 券 売 却 益 － 1,516 1,516

固 定 資 産 売 却 益 5,670 919 △ 4,751

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 210 － △ 210

持 分 変 動 利 益 － 657 657

Ⅶ 特 別 損 失 ( 15,565 ) 1.1 ( 14,715 ) 0.9 ( △ 850 )

投 資 有 価 証 券 売 却 損 854 － △ 854

投 資 有 価 証 券 評 価 損 703 701 △ 2

固 定 資 産 処 分 損 7,039 9,073  2,034

減 損 損 失 3,799 189 △ 3,610

構 造 改 善 費 用 3,171 4,751  1,580

94,481 6.3 114,883 7.1  20,402 21.6

38,963 2.6 42,247 2.6  3,284

△ 4,417 -0.3 3,553 0.3 7,970

損 267 -0.0 損 508 -0.0 損 241

59,668 4.0 68,575 4.2  8,907 14.9当 期 純 利 益

経 常 利 益

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

少 数 株 主 損 益

増 減 金 額

売 上 総 利 益

営 業 利 益

当　　期
金　　額

前　　期
金　　額
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連　結　剰　余　金　計　算　書
（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日）

前　　期

百万円

（資本剰余金の部）

１．資本剰余金期首残高 79,423

２．資本剰余金増加高

(1) 自 己 株 式 処 分 差 益 10

３．資本剰余金期末残高 79,433

（利益剰余金の部）

１．利益剰余金期首残高 295,594

２．利益剰余金増加高

(1) 当 期 純 利 益 59,668
(2) 連 結 子 会 社 の －

増 加 に 伴 う 増 加 高

３．利益剰余金減少高

(1) 配 当 金 12,602
(2) 役 員 賞 与 199
(3) 連 結 子 会 社 の －

増 加 に 伴 う 減 少 高

(4) 持 分 法 適 用 会 社 の 11
増 加 に 伴 う 減 少 高

(5) 持 分 法 適 用 会 社 の －
減 少 に 伴 う 減 少 高

４．利益剰余金期末残高 342,450
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利益処分による剰余金の配当

剰余金の配当

利益処分による役員賞与

当期純利益

連結子会社の増加に伴う増加高

連結子会社の増加に伴う減少高

持分法適用会社の増加に伴う増加高

自己株式の取得

自己株式の処分

自己株式の消却

株主資本以外の項目の当期間中の変
動額（純額）

85,384 △ 99 601,128

利益処分による剰余金の配当 △ 6,999

剰余金の配当 △ 6,998

利益処分による役員賞与 △ 228

当期純利益 68,575

連結子会社の増加に伴う増加高 22

連結子会社の増加に伴う減少高 △ 1

持分法適用会社の増加に伴う増加高 20

自己株式の取得 △ 634

自己株式の処分 39

自己株式の消却 －

株主資本以外の項目の当期間中の変
動額（純額） △ 5,561 3,012 △ 1,413

△ 5,561 3,012 52,382

79,823 2,913 653,510

20

6,917

938△ 2,351

938△ 2,351

少数株主
持分

86,251

株主資本合計

22

△ 1

△ 634

平成19年３月31日残高 58 1,106 83,900 7,855

当期間中の変動額合計

当期間中の変動額合計

58 140

58 140

平成18年３月31日残高

当期間中の変動額

（平成18年４月１日～平成19年３月31日）

103,389

その他
有価証券

評価差額金

資本金

繰延
ヘッジ
損益

資本剰余金

再評価
積立金

為替換算
調整勘定

利益剰余金

純資産
合計

－

103,389

39

評価・換算
差額等合計

評価・換算差額等

342,450

－

平成19年３月31日残高

△ 37

79,396

18

平成18年３月31日残高

当期間中の変動額

株主資本

79,433

自己株式

△ 6,999

△ 228

68,575

380,515

966

△ 1,544 561,755

15,767 53,79538,065

21

△ 17,311

△ 55 16,380

△ 6,999

△ 228

68,575

（単位：百万円）

507,960

連　結　株　主　資　本　等　変　動　計　算　書

△ 6,998

－

△ 6,998

△ 16,325

△ 634

△ 1

22

20
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（平成18年４月１日～平成19年３月31日）

前期 当期 増減金額
金　額 金　額

百万円 百万円 百万円
Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 ９４,４８１ １１４,８８３ ２０,４０２ 
減価償却費 ６９,３９９ ７１,６４６ ２,２４７ 
減損損失 ３,７９９ １８９ △３,６１０ 
連結調整勘定償却額 ２５９ － △２５９ 
のれん償却額 － ８２４ ８２４ 
負ののれん償却額 － △１９６ △１９６ 
退職給付引当金の減少額 △３,１２７ △６,７０１ △３,５７４ 
受取利息及び受取配当金 △２,６５３ △３,０１５ △３６２ 
支払利息 ３,５７０ ４,１１８ ５４８ 
持分法による投資利益 △５３６ △２,６４７ △２,１１１ 
投資有価証券売却益 － △１,５１６ △１,５１６ 
投資有価証券売却損 ８５４ － △８５４ 
投資有価証券評価損 ７０３ ７０１ △２ 
固定資産売却益 △５,６７０ △９１９ ４,７５１ 
固定資産処分損 ７,０３９ ９,０７３ ２,０３４ 
売上債権の増加額 △１６,３９３ △２６,４２５ △１０,０３２ 
棚卸資産の増加額 △１１,０７５ △２３,００５ △１１,９３０ 
仕入債務の増減額（減少：△） △２,０７５ ５１,６０５ ５３,６８０ 
未払費用の増減額（減少：△） １１,５３２ △３９８ △１１,９３０ 
前受金の減少額 △１,１９１ △８５ １,１０６ 
その他 △１１,６９５ △１４,９２１ △３,２２６ 

小計 １３７,２１９ １７３,２０９ ３５,９９０ 

利息及び配当金の受取額 ４,１１０ ４,９４１ ８３１ 
利息の支払額 △３,６５６ △４,２１０ △５５４ 
法人税等の支払額 △２９,０５３ △４５,５０８ △１６,４５５ 

営業活動によるキャッシュ・フロー １０８,６２０ １２８,４３２ １９,８１２ 

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の増減額（純額） △３７３ ２８１ ６５４ 
有価証券の増減額（純額） ３０ △１３ △４３ 
有形固定資産の取得による支出 △５９,０７４ △７７,３５７ △１８,２８３ 
有形固定資産の売却による収入 ８,８２４ ２,９７６ △５,８４８ 
無形固定資産の取得による支出 △７,３４１ △４,８７２ ２,４６９ 
投資有価証券の取得による支出 △６,８４８ △３,００３ ３,８４５ 
投資有価証券の売却による収入 １,０９９ ２,５５７ １,４５８ 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による収入 １,９６２ － △１,９６２ 
貸付金の増減額（純額） ２,３０７ △１,４６０ △３,７６７ 
その他 △９５９ △４５６ ５０３ 

投資活動によるキャッシュ・フロー △６０,３７３ △８１,３４７ △２０,９７４ 

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の増減額（純額） １７,０９６ ３,４６７ △１３,６２９ 
長期借入れによる収入 ２,９０３ ８,３３７ ５,４３４ 
長期借入金の返済による支出 △６,５８４ △１０,４５６ △３,８７２ 
社債の償還による支出 △３１,０００ △２３,０００ ８,０００ 
自己株式の取得による支出 △３７８ △５０１ △１２３ 
自己株式の処分による収入 ３３ ４０ ７ 
親会社による配当の支払額 △１２,５９１ △１３,９９１ △１,４００ 
その他 △３６０ ８０ ４４０ 

財務活動によるキャッシュ・フロー △３０,８８１ △３６,０２５ △５,１４４ 

Ⅳ現金及び現金同等物に係る換算差額 ４２６ ６４３ ２１７ 

Ⅴ現金及び現金同等物の増加額 １７,７９２ １１,７０３ △６,０８９ 

Ⅵ現金及び現金同等物の期首残高 ６８,４５６ ８６,３９０ １７,９３４ 

Ⅶ非連結子会社の連結化に伴う増加額 １４２ ３,６２５ ３,４８３ 

Ⅷ現金及び現金同等物の期末残高 ８６,３９０ １０１,７１９ １５,３２９ 

科　　　目

連結キャッシュ・フロー計算書
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

１．連結の範囲に関する事項 
 

連結子会社数･････････１１１社 

主要な会社名：旭化成ケミカルズ㈱、旭化成ホームズ㈱、旭化成ファーマ㈱、旭化成せんい㈱、 

旭化成エレクトロニクス㈱、旭化成建材㈱、旭化成ライフ＆リビング㈱等 

（新規）６社 

（旭化成精細化工（南通）有限公司等が連結財務諸表に与える影響が重要となったた

め） 

 

２．持分法の適用に関する事項 
 

(1)持分法適用の非連結子会社数･･･２９社 

主要な会社名：旭化成メタルズ㈱、旭化成ファインケム㈱等 

（新規）１社 

（旭化成塑料（香港）有限公司が連結財務諸表に与える影響が重要となったため） 

（除外）１社 

（旭化成医療機器（杭州）有限公司を持分法から連結に変更したため） 
 

(2)持分法適用の関連会社数･･･････２４社 

主要な会社名：旭有機材工業㈱等  

（除外）２社  

（スタイロンアジア Ltd.等を売却したため） 
 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 
 

連結子会社のうち、東西石油化学㈱、アサヒカセイプラスチックス シンガポールPte.Ltd.、

アサヒカセイプラスチックス（アメリカ）Inc.、旭化成精細化工（南通）有限公司、アサヒケ

ミカルインターミディエイツ Inc.、ＡＫ＆Ｎ（ＵＫ）Ltd.、旭化成医療機器（杭州）有限公司、

杭州旭化成アンロン有限公司、アサヒカセイスパンデックスヨーロッパ GmbH、アサヒカセイス

パンデックスアメリカ Inc.、旭化成香港有限公司、杭州旭化成紡織有限公司、タイアサヒカセ

イスパンデックス Co.,Ltd.、旭化成電子材料（蘇州）有限公司等 28 社の決算日は、平成 18 年

12 月 31 日、㈱キューアサの決算日は、平成 19 年２月 28 日である。 

連結財務諸表の作成に当たっては、当該事業年度にかかる財務諸表を基礎としているが、連結

決算日までの期間に発生した重要な取引については、連結財務諸表作成上、必要な調整が行われ

ている。 

また、当該事業年度より、新規連結子会社となった旭化成エヌエスエネルギー㈱の決算日は、

平成 18 年６月 30 日である。連結財務諸表の作成に当たっては、当該連結決算日現在で仮決算を

行った財務諸表を基礎としている。 
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４．会計処理基準に関する事項 
 

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの･･･主として期末日前１ヶ月間の市場価格の平均に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は主として 

 移動平均法により算定） 

時価のないもの･･･主として移動平均法による原価法 
 

②デリバティブ･･･時価法 
 

③棚卸資産 

主として総平均法による低価法 

（ただし、販売用土地及び住宅については個別法による原価法） 
 

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産･･･建物は主として定額法 

 建物以外は主として定率法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりである。 

建物及び構築物    ５～60 年 

機械装置及び運搬具  ４～22 年 

 

②無形固定資産･･･ソフトウェア（自社利用）については社内における利用可能期間（主とし

て５年）に基づく定額法、その他の無形固定資産は定額法 
 

(3)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるために、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してい

る。 
 

②退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき、計上している。 

また、数理計算上の差異は、発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主

として 10 年）による定額法によりそれぞれ発生の翌期から費用処理し、過去勤務債務

は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として 10 年）によ

る定額法により費用処理している。 
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③役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、当社と一部の連結子会社は内規に基づく必要額を

計上している。 

 

(4)重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理している。なお、在外子会社等の資産及び負債と収益及び費用は期末決算日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び少数株主持

分に含めている。 
 

(5)重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっている。 
 

(6)重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

主として繰延ヘッジ会計を採用している。なお、金利スワップについては、特例処理の要

件を満たしている場合は特例処理を採用している。 
 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段    ヘッジ対象 

為替予約     外貨建金銭債権債務 

通貨スワップ   支払利息 

金利スワップ   支払利息 
 

③ヘッジ方針 

当社及び一部の連結子会社においては、デリバティブ取引に関する社内規程に基づき、為

替レートの変動リスク及び金利変動リスクを回避することを目的とする。 
 

④ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段及びヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、かつヘッジ開始時及びその

後も継続して相場変動又はキャッシュ・フロー変動を完全に相殺するものと想定することが

できるため、ヘッジ有効性の判定は省略している。 

 
 

(7)その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

①消費税等の会計処理 
      消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。 
 

    ②連結納税制度の適用 

      連結納税制度を適用している。 

 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 
 

 連結子会社の資産及び負債の評価については、部分時価評価法を採用している。 
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６．のれん及び負ののれんの償却に関する事項 
 

 のれん及び負ののれんの償却については、５年間、20 年間で均等償却を行っている。ただし、

重要性のないものについては一括償却している。 

 

７．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
 

 連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き

出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなる。 

 

 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 
（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準の適用） 

当期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成 17

年 12 月 9 日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基

準適用指針第８号 平成17年 12月 9日）が適用されることになったことに伴い、同会計基準及び同

適用指針を適用している。 

これまでの資本の部の合計に相当する金額は、645,597 百万円である。 

なお、当期における連結貸借対照表の純資産の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改

正後の連結財務諸表規則により作成している。 

 

（役員賞与に関する会計基準の適用） 

当期より、「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号 平成 17年 11月 29 日）が適用

されることになったことに伴い、同会計基準を適用している。これにより、営業利益、経常利益及び

税金等調整前純利益は、それぞれ222百万円減少している。 

 

（企業結合に係る会計基準等の適用） 

当期より「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会 平成 15年 10 月 31 日）及び「事業分離

等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成 17年 12 月 27 日）並びに「企業結合会計基準及

び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成17年 12月 27日）

が適用されることになったことに伴い、同会計基準及び同適用指針を適用している。 
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注記事項注記事項注記事項注記事項

１．連結損益計算書に関する事項 （前期） （当期）
百万円 百万円

(1) 販売費及び一般管理費のうち主要な費目の金額

①　運賃・保管料 32,554 34,287
②　給与・賞与等 87,117 87,819
③　研究開発費 35,832 37,307
④　資産賃借料 28,072 28,392

(2) 減損損失
　当期において、当社グループは以下の資産について減損損失を計上している。

金額
（百万円）

機能性食品素材製造設備 機械装置　他 北海道白老郡 1,659
遊休資産 機械装置　他 岡山県倉敷市 164
遊休資産 土地 三重県鈴鹿市　他 25
　当社グループは、事業用資産については管理会計上の区分を基礎として製造工程、地域性、投資の意思
決定単位を加味してグルーピングを行っている。遊休資産については個別の資産単位毎に把握している。
　機能性食品素材製造設備については、収益性が低下したため、帳簿価額を回収可能価額まで減額した。
回収可能価額は、使用価値により測定し、将来キャッシュ・フローを５％で割り引いて算定している。当
該金額は、特別損失の「構造改善費用」に含めて表示している。
　遊休資産については、具体的な転用見込みがない機械装置他及び時価が下落している土地について、帳
簿価額を回収可能価額まで減額した。回収可能価額は、機械装置他については処分可能見込額から処分費
用を控除した額により、土地については主として不動産鑑定士による鑑定評価額に基づく正味売却価額に
より測定している。

２．連結貸借対照表に関する事項 （前期） （当期）
百万円 百万円

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 1,184,317 1,234,530
 （償却累計率） (77.6%) (77.9%)
(2) 受取手形割引高 296 141
(3) 保証債務 15,569 11,185

　　※上記金額には、他社との共同保証による実質他社負担額も含んでいる。
保証予約 2,646 2,363
経営指導念書等 734 235

３．連結株主資本等変動計算書に関する事項

(1) 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

当期
増加株式数
（千株）

当期
減少株式数
（千株）

当期末
株式数
（千株）

発行済株式 － 40,000 1,402,616
　普通株式（注）２ － 40,000 1,402,616
自己株式 823 40,053 3,570
　普通株式（注）1、2、3 823 40,053 3,570
（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加823千株は、単元未満株式の買取りによる増加630千株、
　　　　　持分法適用会社が取得した自己株式（当社株式）の当社帰属分192千株である。
　　　２．普通株式の発行済株式の株式数の減少40,000千株、及び普通株式の自己株式の株式数の減少

用途 種類 場所

前期末
株式数
（千株）

1,442,616
1,442,616
42,800
42,800
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　　　　　40,000千株は、自己株式の消却を実施したことによる減少である。
　　　３．普通株式の自己株式の株式数の減少53千株は、単元未満株式の売渡しによる減少である。

(2) 当期中に行った剰余金の配当に関する事項
①平成18年６月29日開催の定時株主総会において、次のとおり決議している。
　　普通株式の配当に関する事項
　　(イ)　配当金の総額 6,999百万円
　　(ロ)　１株当たり配当額 5.00円
　　(ハ)　基準日 平成18年３月31日
　　(ニ)　効力発生日 平成18年６月29日

②平成18年10月31日開催の取締役会において、次のとおり決議している。
　　普通株式の配当に関する事項
　　(イ)　配当金の総額 6,998百万円
　　(ロ)　１株当たり配当額 5.00円
　　(ハ)　基準日 平成18年９月30日
　　(ニ)　効力発生日 平成18年11月30日

（3）当期末後に行う剰余金の配当に関する事項
　基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期になるもの
　　平成19年５月８日開催の取締役会において、次のとおり決議している。
　　普通株式の配当に関する事項
　　(イ)　配当金の総額 9,795百万円
　　(ロ)　配当の原資 利益剰余金
　　(ハ)　１株当たり配当額 7.00円
　　(ニ)　基準日 平成19年３月31日
　　(ホ)　効力発生日 平成19年６月７日

４．連結キャッシュ・フロー計算書に関する事項

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（前期） （当期）
百万円 百万円

現金及び預金勘定 86,422 101,514
預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △454 △192
有価証券勘定に含まれるＭＭＦ等 423 397
現金及び現金同等物 86,390 101,719

－28－



旭化成㈱ (3407) 平成19年３月期決算短信

セグメント情報

１．事業の種類別セグメント情報
 (1) 当期（平成18年４月１日～平成19年３月31日） (単位：百万円）

ケミカルズ ホームズ ファーマ せんい ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 建材 ライフ＆
リビング

ｻｰﾋﾞｽ・
ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ

等
計 消去又は

全社 連結

Ⅰ 売上高及び営業損益

売　  上    高

 (1) 外部顧客に対する売上高 752,632 405,695 104,474 106,639 112,094 60,818 52,558 28,881 1,623,791   -  1,623,791

 (2) セグメント間の内部売上高

     又は振替高 16,589 315 8 1,870 1,210 12,465 3,875 29,305 65,638 (65,638)  - 

計 769,222 406,011 104,483 108,509 113,303 73,283 56,433 58,186 1,689,429 (65,638) 1,623,791

営  業  費  用 717,255 378,502 90,610 104,356 90,682 68,246 51,848 54,331 1,555,829 (59,839) 1,495,990

営　業　損　益 51,967 27,509 13,873 4,153 22,622 5,037 4,585 3,855 133,599 (5,799) 127,801

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損失

　 及び資本的支出

資          産 594,205 212,739 120,926 115,575 123,764 55,141 49,473 317,537 1,589,360 (129,438) 1,459,922

減 価 償 却 費 31,934 2,383 6,553 5,302 13,357 3,040 4,152 735 67,455 4,191 71,646

減　損　損　失 164      -       1,659    -       -       -       -       -       1,823     25        1,848     

資 本 的 支 出 42,569 2,701 5,722 6,362 16,234 2,301 3,455 760 80,104 4,308 84,413

 (2) 前期（平成17年４月１日～平成18年３月31日） (単位：百万円）

ケミカルズ ホームズ ファーマ せんい ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 建材 ライフ＆
リビング

ｻｰﾋﾞｽ・
ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ

等
計 消去又は

全社 連結

Ⅰ 売上高及び営業損益

売　  上    高

 (1) 外部顧客に対する売上高 660,402 404,539 105,842 89,704 102,859 56,512 51,942 26,821 1,498,620   -  1,498,620

 (2) セグメント間の内部売上高

     又は振替高 16,659 111 19 2,262 991 11,595 3,624 27,247 62,510 (62,510)  - 

計 677,061 404,650 105,861 91,966 103,850 68,107 55,566 54,068 1,561,130 (62,510) 1,498,620

営  業  費  用 636,549 376,432 94,803 87,950 84,517 64,292 50,740 50,785 1,446,068 (56,174) 1,389,894

営　業　損　益 40,512 28,218 11,058 4,016 19,333 3,815 4,826 3,283 115,062 (6,336) 108,726

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損失

　 及び資本的支出

資          産 529,100 200,066 118,721 105,718 114,743 49,557 50,970 317,171 1,486,046 (110,002) 1,376,044

減 価 償 却 費 31,281 2,448 6,364 5,337 12,052 3,129 4,352 715 65,677 3,722 69,399

減　損　損　失 -       251 -       -       -       -       -       -       251 3,548 3,799

資 本 的 支 出 26,632 3,583 4,897 5,417 14,960 2,313 4,655 1,038 63,495 2,815 66,310

（注）１．　当期及び前期における営業費用のうち「消去又は全社」の項目に含まれる配賦不能営業費用は、14,325百万円及び15,209百
　　　　　万円であり、その主なものは、基礎研究費やグループ経営のモニタリング費用等である。
　　　　　　また、当期及び前期における資産のうち「消去又は全社」の項目に含まれる全社資産の金額は433,000百万円及び447,076百
　　　　　万円であり、その主なものは、当社の資産（余資運用資金＜現金及び預金＞、長期投資資金＜投資有価証券等＞及び土地等）
　　　　　である。

　　　２．会計処理方法の変更
　　　　　役員賞与に関する会計基準の適用
　　　　　　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、当期より、「役員賞与に関する会計基準」（企業
　　　　　会計基準第４号　平成17年11月29日）を適用している。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、営業費用が「ケ
　　　　　ミカルズ」では35百万円、「ホームズ」では35百万円、「ファーマ」では15百万円、「せんい」では14百万円、「エレクトロ
　　　　　ニクス」では10百万円、「建材」では16百万円、「ライフ＆リビング」では６百万円、「消去又は全社」では91百万円増加し、
　　　　　営業損益はそれぞれ同額増減した。その結果、連結合計の営業利益が222百万円減少した。
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２．所在地別セグメント情報

 (1) 当期（平成18年４月１日～平成19年３月31日）

　   全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の

　　 割合がいずれも90％を超えているため、記載を省略している。

 (2) 前期（平成17年４月１日～平成18年３月31日）

　   全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の

　　 割合がいずれも90％を超えているため、記載を省略している。

３．海外売上高

 (1) 当期（平成18年４月１日～平成19年３月31日） (単位：百万円）

東アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高 245,276 182,764 428,040

Ⅱ　連結売上高 1,623,791

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合 15.1% 11.3% 26.4%

 (2) 前期（平成17年４月１日～平成18年３月31日） (単位：百万円）

東アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高 222,377 150,789 373,166

Ⅱ　連結売上高 1,498,620

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合 14.8% 10.1% 24.9%

（注）　１．国又は地域の区分は地理的近接度による。

　　　　２．各区分に属する主な国又は地域

　　　東アジア ：中国（香港を含む）、韓国、台湾

　　　その他の地域 ：上記以外の東南アジア、アメリカ、ヨーロッパ等の地域

　　　　３．海外売上高は当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。
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１株当たり情報

１株当たり純資産額 424.34円 461.50円

１株当たり当期純利益 42.46円 49.00円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

（注）１．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりである。

当期純利益（百万円） 59,668 68,575

普通株主に帰属しない金額（百万円） 218 －

　（うち利益処分による役員賞与金（百万円）） (218) －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 59,450 68,575

期中平均株式数（千株） 1,400,109 1,399,462

　　　２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

純資産の部の合計額（百万円） － 653,510

－ 7,855

　（うち少数株主持分（百万円）） － 7,855

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） － 645,655

－
1,399,046

重要な後発事象

　事業の種類別セグメント区分の変更
　　平成19年４月１日に、当社の100％子会社である旭化成ケミカルズ㈱が旭化成ライフ＆リビング
　㈱を吸収合併した。
　　これに伴い、事業の種類別セグメント区分の見直しを行った結果、製品の種類、性質などが類似
　していること、組織が一体となったことなどにより、「ライフ＆リビング」のセグメントを「ケミ
　カルズ」に統合することとした。

連結財務諸表に関する注記事項の開示の省略

　リース取引、関連当事者との取引、税効果会計、有価証券、デリバティブ取引、退職給付、企業結
合等に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開
示を省略している。

（平成18年３月31日） （平成19年３月31日）

純資産の部の合計額から控除する金額
（百万円）

１株当たり純資産の算定に用いられた
期末の普通株式の数（千株）

前　　期 当　　期
( 自　平成17年４月１日 ( 自　平成18年４月１日

　　至　平成18年３月31日） 　　至　平成19年３月31日）

前　期　末 当　期　末

潜在株式調整後１株当たり当期純
利益については、潜在株式が存在
しないため記載していない。

潜在株式調整後１株当たり当期純
利益については、潜在株式が存在
しないため記載していない。

前　　期
( 自　平成17年４月１日

　　至　平成18年３月31日）
( 自　平成18年４月１日

　　至　平成19年３月31日）

当　　期
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５．個別財務諸表

科 目 増減金額

金　　額 構成比 金　　額 構成比

（ 資 産 の 部 ） 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円

155,551    22.0 178,148  25.2 22,597        
現 金 及 び 預 金 252         162         90△             
貯 蔵 品 57          60          3               
前 払 費 用 940         1,052       112              
繰 延 税 金 資 産 1,809       1,609       200△            
未 収 入 金 14,595      20,816      6,221            
短 期 貸 付 金 2           0           2△             
関 係 会 社 短 期 貸 付 金 96,392      104,509     8,117            
立 替 金 43,468      52,017      8,549            
そ の 他 102         174         72               
貸 倒 引 当 金 2,066△     2,251△     185△            

550,820    78.0 528,039  74.8 22,781        

67,536      68,189      653              
建 物 13,865      13,645      220△            
構 築 物 2,314       2,548       234              
機 械 及 び 装 置 938         2,429       1,491            
車 両 及 び 運 搬 具 32          38          6               
工 具 器 具 及 び 備 品 1,810       2,100       290              
土 地 47,840      46,948      892△            
建 設 仮 勘 定 737         480         257△            

6,882       4,850       2,032△          
特 許 権 49          10          39△             
借 地 権 18          18          -
商 標 権 1           1           0△             
ソ フ ト ウ ェ ア 6,401       4,405       1,996△          
そ の 他 413         417         4               

476,402     455,000     21,402△         
投 資 有 価 証 券 146,069     142,536     3,533△          
関 係 会 社 株 式 252,548     252,462     86△             
出 資 金 39          39          -
長 期 貸 付 金 46          46          0△             
関 係 会 社 長 期 貸 付 金 74,913      57,303      17,610△         
長 期 前 払 費 用 83          145         62               
そ の 他 2,806       2,480       326△            
貸 倒 引 当 金 103△       11△        92               

706,371    100.0 706,186    100.0 185            

貸 借 対 照 表
 （ 平成19年３月31日 現在 ）

前期 当期

　投 資 そ の 他 の 資 産

資 産 合 計

 流　動　資　産

 固　定　資　産

　有 形 固 定 資 産

　無 形 固 定 資 産

△

△
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科 目 増減金額

金　　額 構成比 金　　額 構成比
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円

（ 負 債 の 部 ） ( 306,621    ) ( 43.4 ) ( 294,548    ) ( 41.7 ) ( 12,073△       )

102,695    14.5 117,040    16.6 14,345         

支 払 手 形 39          87          48              
短 期 借 入 金 9,000       9,000       -
一年以内返済予定長期借入金 5,164       8,144       2,980           
一 年 以 内 償 還 予 定 社 債 23,000      24,000      1,000           
未 払 金 26,583      36,321      9,738           
未 払 法 人 税 等 10,291      7,546       2,745△         
未 払 費 用 13,863      14,095      232             
前 受 金 32          49          17              
預 り 金 3,850       3,747       103△           
代 行 支 払 関 係 支 払 手 形 5,546       6,825       1,279           
そ の 他 5,326       7,227       1,901           

203,927    28.9 177,508    25.1 26,419△　     

社 債 84,000      60,000      24,000△        
長 期 借 入 金 58,732      58,088      644△           
繰 延 税 金 負 債 42,852      42,762      90△            
退 職 給 付 引 当 金 17,855      16,106      1,749△         
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 452         518         66              
預 り 保 証 金 35          35          -

（ 資 本 の 部 ） ( 399,749    ) ( 56.6 ) ( -         ) ( -     ) ( 399,749△      )

103,389    14.6 -         -     -

79,433     11.2 -         -     -
79,396      -          -

37          -          -
自 己 株 式 処 分 差 益 37           -          -

170,008    24.1 -         -     -
25,847      -          -

101,634     -          -
特 別 償 却 準 備 金 1,876        -          -
固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 10,758       -          -
配 当 平 均 積 立 金 7,000        -          -
別 途 積 立 金 82,000       -          -

42,526      -          -

64,222     9.1 -         -     -

17,301△   △2.4 -         -     -

706,371    100.0 -         -     -

（ 純 資 産 の 部 ） -         -       ( 411,638    ) ( 58.3 ) ( - )

-         -       349,875    49.5 -
-         -       103,389    14.6 -
-         -       79,396     11.2 -
-          -       79,396      -
-         -       168,479    23.9 -
-          -       25,847      -
-          -       142,632     -

特 別 償 却 準 備 金 -           -     1,103        -
固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 -           -     10,789       -
配 当 平 均 積 立 金 -           -     7,000        -
別 途 積 立 金 -           -     82,000       -
繰 越 利 益 剰 余 金 -          -     41,741      -

-         -       1,389△    △0.2 -

-         -       61,762     8.7 -
-         -       61,762     -

-         -       706,186    100.0 -

貸 借 対 照 表
 （ 平成 19年３月31日 現在 ）

 自　己　株　式

　資　本　準　備　金

　そ の 他 資 本 剰 余 金

　利 益 準 備 金

　任 意 積 立 金

　当 期 未 処 分 利 益

当期前期

負 債 及 び 資 本 合 計

 利　益　剰　余　金

 その他有価証券評価差額金

 流  動  負  債

 固  定  負  債

 資    本    金

 資　本　剰　余　金

 株　主　資　本
 資    本    金
 資　本　剰　余　金
　資　本　準　備　金

 利　益　剰　余　金
　利 益 準 備 金

　そ の 他 利 益 準 備 金

 自　己　株　式

評 価 ・ 換 算 差 額
 その他有価証券評価差額金

負 債 純 資 産 合 計
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損　　益　　計　　算　　書
(平成18年４月１日～平成19年３月31日）

前　　期 当　　期 増減金額 前期比

金　　額 百分比 金　　額 百分比

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
営  業  収  益

関 係 会 社 受 取 配 当 金 33,691 33,845 154
関 係 会 社 不 動 産 賃 貸 収 入 8,958 8,913 △    45
売 上 総 利 益 ( 42,649 ) 100.0 ( 42,758 ) 100.0 ( 109 ) 0.3

一 般 管 理 費 15,239 35.7 14,542 34.0 △   697 -4.6

営 業 利 益 27,410 64.3 28,216 66.0 806 2.9
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 3,950 3,887 △    63
雑 収 益 462 549 87

（ 計 ） ( 4,412 ) 10.3 ( 4,436 ) 10.4 ( 24 )
営 業 外 費 用

支 払 利 息 2,105 2,024 △    81
雑 損 失 2,704 1,560 △ 1,144

（ 計 ） ( 4,809 ) 11.3 ( 3,583 ) 8.4 ( △ 1,226 )
経 常 利 益 27,013 63.3 29,069 68.0 2,056 7.6

特  別  利  益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 194 5 △   189
固 定 資 産 売 却 益 5,734 888 △ 4,846

（ 計 ） ( 5,928 ) 13.9 ( 893 ) 2.1 ( △ 5,035 )
特  別  損  失

投 資 有 価 証 券 評 価 損 240 507 267
固 定 資 産 処 分 損 2,444 1,871 △   573
減 損 損 失 3,648 25 △ 3,623

（ 計 ） ( 6,332 ) 14.8 ( 2,402 ) 5.6 ( △ 3,930 )
税 引 前 当 期 純 利 益 26,609 62.4 27,560 64.5 951 3.6
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 △ 2,050 -4.8 △ 3,104 -7.3 △ 1,054
法 人 税 等 調 整 額 △   351 -0.8 1,797 4.2 2,148
当 期 純 利 益 29,010 68.0 28,867 67.5 △   143 -0.5

科       目
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利益処分案

項　　　　　目 前期（第115期）

　　　百万円

当 期 未 処 分 利 益 42,526

特 別 償 却 準 備 金 取 崩 額 231

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 取 崩 額 -

計 42,758

これを次の通り処分します。

配 当 金 6,999

１株につき

普通配当５円

役 員 賞 与 金 73

（ う ち 監 査 役 賞 与 金 ） ( 18 )

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 283

計 7,355

次 期 繰 越 利 益 35,402
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（単位：百万円）

 

 

 

特
別
償
却
準
備
金

固
定
資
産
圧
縮
積
立
金

配
当
平
均
積
立
金

別
途
積
立
金

繰
越
利
益
剰
余
金

平成18年３月31日残高 103,389  79,396   37       79,433   25,847   1,876    10,758   7,000    82,000   42,526   170,008  △ 17,301 335,528  

当期間中の変動額

利益処分による特別償却準備金の積立                                         247                              △    247 -                -        

利益処分による特別償却準備金の取崩 △    478 478      -        -        

特別償却準備金の取崩                                         △    542                         542      -                -        

利益処分による固定資産圧縮積立金の積立                                                 917                      △    917 -                -        

利益処分による固定資産圧縮積立金の取崩 △    634 634      -        -        

固定資産圧縮積立金の積立                                                 691                 △    691 -                -        

固定資産圧縮積立金の取崩                                                 △    943                 943      -                -        

利益処分による剰余金の配当                                                                         △  6,999 △  6,999         △  6,999

剰余金の配当                                                                         △  6,998 △  6,998         △  6,998

利益処分による役員賞与                                                                         △     73 △     73         △     73

当期純利益                                                                         28,867   28,867           28,867   

自己株式の取得                                                                                 △    488 △    488

自己株式の処分                 18       18                                                       21       39       

自己株式の消却 △    55 △    55 △ 16,325 △ 16,325 16,380 -

株主資本以外の項目の当期間中の変動額
（純額）

当期間中の変動額合計 -        -        △    37 △    37 -        △    774 31       -        -        △    785 △  1,528 15,913 14,348   

平成19年３月31日残高 103,389  79,396   - 79,396   25,847   1,103    10,789   7,000    82,000   41,741   168,479  △ 1,389 349,875  

 

 

 

平成18年３月31日残高 64,222   64,222   399,749  

当期間中の変動額

利益処分による特別償却準備金の積立                 -        

利益処分による特別償却準備金の取崩 -        

特別償却準備金の取崩                 -        

利益処分による固定資産圧縮積立金の積立                 -        

利益処分による固定資産圧縮積立金の取崩 -        

固定資産圧縮積立金の積立                 -        

固定資産圧縮積立金の取崩                 -        

利益処分による剰余金の配当                 △  6,999

剰余金の配当                 △  6,998

利益処分による役員賞与                 △     73

当期純利益                 28,867   

自己株式の取得                 △    488

自己株式の処分                 39       

自己株式の消却                 -

株主資本以外の項目の当期間中の変動額
（純額）

△  2,459 △  2,459 △  2,459

当期間中の変動額合計 △  2,459 △  2,459 11,889

平成19年３月31日残高 61,762   61,762   411,638  

評
価
・
換
算
差
額
等
合
計

評価・換算差額等

純
資
産
合
計

そ
の
他
有
価
証
券
評
価
差
額
金

資
本
準
備
金

そ
の
他
資
本
剰
余
金

資
本
剰
余
金
合
計

利
益
準
備
金

その他利益剰余金

利
益
剰
余
金
合
計

株　主　資　本　等　変　動　計　算　書
（平成18年４月１日　～　平成19年３月31日）

株主資本

資
本
金

資本剰余金 利益剰余金

自
己
株
式

株
主
資
本
合
計
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６．その他 

 
役員の異動（平成１９年３月１３日発表済） 

① 取締役・監査役の異動 

＜新任取締役候補＞（６月２８日付） 

 佐 藤 克 彦（前 旭化成ホームズ㈱代表取締役） 

   藤 原 孝 二  

   水 野 雄 氏  

   瀬 戸 雄 三（社外取締役 現：アサヒビール㈱相談役） 

   児 玉 幸 治（社外取締役 元：通商産業省事務次官  
現：㈶日本情報処理開発協会会長） 

  ＜退任予定取締役＞（６月２８日付）  
    渋 川 賢 一（センコー㈱代表取締役 ６月就任予定） 
    水 谷  茂 （旭化成ケミカルズ㈱取締役 ４月就任） 
           （ＰＳジャパン㈱代表取締役社長 ６月就任予定） 

＜新任監査役候補＞（６月２８日付） 

 手 塚 一 男（社外監査役 弁護士） 

＜退任予定監査役＞（６月２８日付）  

    三 宅 雄一郎（社外監査役 弁護士） 

 

 ② 執行役員の異動 

  ＜新任執行役員＞（４月１日付） 

常務執行役員 佐 藤 克 彦（前 旭化成ホームズ㈱副社長執行役員） 

執行役員   水 野 雄 氏 

（５月１日付）（平成１９年４月２７日発表済） 

  執行役員   永 原  肇 （現 旭化成ケミカルズ㈱常務執行役員） 

＜退任執行役員＞（３月３１日付） 

   常務執行役員 渋 川 賢 一（センコー㈱副社長執行役員 ６月就任予定） 

    執行役員   水 谷  茂  （旭化成ケミカルズ㈱専務執行役員 ４月就任） 

執行役員   鬼 塚 初 喜 

  ＜役付変更＞（４月１日付） 

（新）        （現） 

常務執行役員     執行役員    辻 田  清 

    上席執行役員     執行役員    水 永 正 憲 
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＜平成１９年３月期　参考資料＞

１．主要決算数値（連結）

前期 当期 増減率

億円 億円 億円 ％

売 上 高 14,986 16,238 1,252 8.4

営 業 利 益 1,087 1,278 191 17.5

経 常 利 益 1,042 1,265 223 21.4

当 期 純 利 益 597 686 89 14.9

総 資 産 13,760 14,599

自 己 資 本 5,942 6,457

１ 株 当 た り 円 円

当 期 純 利 益 42.46 49.00

１ 株 当 た り 円 円

純 資 産 424.34 461.50

総 資 産 当 期 純 利 益 率 ％ ％

（　Ｒ  Ｏ  Ａ  ） 4.5 4.8

自己資本当期純利益率 ％ ％

（　Ｒ  Ｏ  Ｅ  ） 10.8 11.1

Ｄ ／ Ｅ レ シ オ 0.40 0.34

１株当たり年間配当金 １０　円 １２　円

２．主要項目の状況（連結）
前期 当期 次年度（19年度）予想

設 備 投 資 額 （ 有 形 ） 591 億円 788 億円 880 億円

設 備 投 資 額 （ 無 形 ） 72 億円 56 億円 100 億円

減 価 償 却 実 施 額 694 億円 716 億円 790 億円

有 利 子 負 債 残 高 2,358 億円 2,169 億円 2,260 億円

金 融 収 支 △ 11 億円 △ 12 億円 △ 15 億円

（内　受取配当金） (22) 億円 (25) 億円 (22) 億円

研 究 開 発 費 515 億円 524 億円 600 億円

期 末 人 員 23,030 人 23,715 人

（注） 減価償却実施額は有形と無形の合計額

３．その他項目

前期 当期 19年度前提

ナ フ サ 価 格 42,350 49,950 55,000 国産ナフサ(円／kl)

為 替 レ ー ト 113 117 115 相場平均(円／＄)

４．連結対象範囲

前期 当期 増減数

連 結 子 会 社 数 105 111 6

持 分 法 適 用 会 社 数 55 53 -2

合 計 160 164 4

増減額

－参考１－
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５．セグメント別売上高及び営業損益

（１）連結売上高        （億円）

前期 当期 増減額 増減率 19年度予想

％ （中間） （年間）

ケミカルズ 6,604 7,526 922 14.0

ライフ＆リビング 519 526 6 1.2

ケミカルズ（※） 7,123 8,052 928 13.0 4,210 8,310
ホームズ 4,045 4,057 12 0.3 1,690 4,100
ファーマ 1,058 1,045 -14 -1.3 540 1,090
せんい 897 1,066 169 18.9 550 1,150
エレクトロニクス 1,029 1,121 92 9.0 580 1,230
建材 565 608 43 7.6 310 630
サービス・エンジニアリング等 268 289 21 7.7 140 310

合計 14,986 16,238 1,252 8.4 8,020 16,820

（２）－１連結営業損益        （億円）

前期 当期 増減額 増減率 19年度予想

％ （中間） （年間）

ケミカルズ 405 520 115 28.3

ライフ＆リビング 48 46 -2 -5.0

ケミカルズ（※） 453 566 112 24.7 275 565
ホームズ 282 275 -7 -2.5 50 290
ファーマ 111 139 28 25.5 55 115
せんい 40 42 1 3.4 20 55
エレクトロニクス 193 226 33 17.0 105 235
建材 38 50 12 32.0 25 55
サービス・エンジニアリング等 33 39 6 17.4 20 40
小計 1,151 1,336 185 16.1 550 1,355
消去又は全社 △ 63 △ 58 5 － △ 50 △ 95

合計 1,087 1,278 191 17.5 500 1,260
※平成19年度以降は、ケミカルズセグメントとライフ＆リビングセグメントを統合する予定である。

（２）－２連結営業損益　増減要因        （億円）

増　　減　　要　　因

数量差 売値差
　うち
　為替因

コスト差等 増減

a b c a+b+c

ケミカルズ 46 574 52 -505 115

ホームズ -29 153 － -131 -7

ファーマ 36 -57 6 50 28

せんい 11 11 7 -20 1

エレクトロニクス 99 -110 8 44 33

建材 7 12 － -7 12

ライフ＆リビング 4 0 0 -6 -2

サービス・エンジニアリング等 11 0 0 -5 6

消去又は全社 － － － 5 5

合計 183 583 73 -575 191

－参考２－
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６．連結キャッシュ・フロー計算書 　　（億円）

前期 当期

営業活動によるキャッシュ・フロー① 1,086 1,284
投資活動によるキャッシュ・フロー② △ 604 △ 813
フリー・キャッシュ・フロー③（①＋②） 482 471
財務活動によるキャッシュ・フロー④ △ 309 △ 360
現金及び現金同等物に係る換算差額⑤ 4 6
現金及び現金同等物の増加額⑥（③＋④＋⑤） 178 117
現金及び現金同等物の期首残高⑦ 685 864
非連結子会社の連結化に伴う増加額⑧ 1 36

現金及び現金同等物の期末残高（⑥＋⑦＋⑧） 864 1,017

７．受注及び販売の状況

８．有利子負債残高（連結） 　　（億円）

前期 当期

短期借入金 562 638

長期借入金 723 691

社債 1,070 840

その他 3 -           

合計 2,358 2,169

９．次期の業績予想

（連結）

18年度(実績) 19年度(予想) 増減額 増減率

億円 億円 億円 ％

売 上 高 16,238 16,820 582 3.6

営 業 利 益 1,278 1,260 -18 -1.4

経 常 利 益 1,265 1,235 -30 -2.4

当 期 純 利 益 686 700 14 2.1

（単独）

18年度(実績) 19年度(予想) 増減額 増減率

億円 億円 億円 ％

営 業 収 益 428 425 -3 -0.6

営 業 利 益 282 265 -17 -6.1

経 常 利 益 291 275 -16 -5.4

当 期 純 利 益 289 310 21 7.4

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金 １２円 １３円

以　上

億円 億円 億円

受　　　注　　　高 3,133 3,034 -100

受　　注　　残　　高 3,040 2,898 -142

増減額前期 当期

－参考３－
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